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議第９４号 

 

学校給食費無償化を求める意見書について 

 

上記の議案を次のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１２条及び

美濃加茂市議会会議規則（昭和５１年美濃加茂市議会規則第１号）第１４条の規定

により下記のとおり提出する。 

 

  令和５年１２月１９日提出 

 

         美濃加茂市議会議員  山 田   栄 

森   厚 夫 

森   弓 子 

柘 植 宏 一 

金 井 文 敏 

村 瀬 正 樹 

渡 辺 孝 男 

岸   一 夫 

坂 井 文 好 

永 田 徳 男 

田 口 智 子 

渡 邉 一 子 

纐 纈 源 太 

髙 井 実 枝 

亀 井 滋 昭 

谷 本   梓 

 

美濃加茂市議会議長 森 弓 子 様 

 

   学校給食費無償化を求める意見書 

少子化や人口減少は日本が直面する重要課題であるが、新型コロナウイルスの感

染拡大や物価高騰が暮らしを直撃し、子育て世帯の経済的負担が増加したことが要

因の一つになり、想定を超えるペースで少子化が進行している。 

少子化の進行に歯止めをかけるためには、安心して子どもを生み育てることがで

きる環境を整備することが最も重要課題であり、中でも子どもの医療費や教育費な

ど、子育て世帯の経済的負担を軽減することが強く求められている。 

このような中、コロナ禍や物価高騰に伴う経済対策が各自治体で施され、学校給
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食費についても子育て世代を支えようと無償化、一部補助する自治体も増えてきて

いる。 

しかし、給食費の無償化は人件費や高騰する材料費及び燃料費などによって、市

町村財政を圧迫するなどの懸念を生じる可能性があり解決する問題も多く実施に踏

み切れない市町村も少なくない。 

本来、公教育の機会均等の立場からも居住地域における教育負担の格差を最小限

に留めるよう努力することは国の務めであると考える。 

よって、国においては、こうした状況を鑑み、子どもたちの健やかな成長を保証

するため、全ての市町村が学校給食の無償化を実施できるよう要望する。 

 

記 

 

１． 国において学校給食の無償化を実施すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年１２月１９日 

 

岐阜県美濃加茂市議会 

    

 

提出先 衆議院議長 

    参議院議長 

    内閣総理大臣 

    総務大臣 

    財務大臣 

    文部科学大臣 

内閣府特命担当大臣（こども政策担当） 
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議第９５号 

 

子ども医療費助成制度の１８歳まで拡充を求める意見書について 

 

上記の議案を次のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１２条及び

美濃加茂市議会会議規則（昭和５１年美濃加茂市議会規則第１号）第１４条の規定

により下記のとおり提出する。 

 

  令和５年１２月１９日提出 

 

         美濃加茂市議会議員  山 田   栄 

森   厚 夫 

森   弓 子 

柘 植 宏 一 

金 井 文 敏 

村 瀬 正 樹 

渡 辺 孝 男 

岸   一 夫 

坂 井 文 好 

永 田 徳 男 

田 口 智 子 

渡 邉 一 子 

纐 纈 源 太 

髙 井 実 枝 

亀 井 滋 昭 

谷 本   梓 

 

美濃加茂市議会議長 森 弓 子 様 

 

   子ども医療費助成制度の１８歳まで拡充を求める意見書 

少子化や人口減少は日本が直面する重要課題である。２０２３年の出生数も８０

万人を割り込み８年連続で過去最少を更新する見通しとなり、想定を超えるペース

での少子化が進んでいる。 

また、日本においては子どもの貧困化も深刻化しており、７人に一人が貧困にあ

るという厳しい実態が続いている中で、若い世代が経済的な心配をせずに子どもを

生み育てられる環境づくりが切実に求められている。 

なかでも、子どもの医療費は子育て世代にとって負担も大きく、その軽減は急務
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であり、親の経済状況に左右されることなく未来を担うすべての子どもたちが必要

な時に安心して医療を受けられることが重要である。 

子ども医療費助成制度は現在、すべての都道府県が市町村に助成を行い、多くの

市町村がそれに上乗せをして子どもの医療費を助成している。 

しかし、厳しい財政状況のもと地方単独事業であることから、助成の対象年齢や

自己負担額については自治体格差が生じている。 

少子化対策や福祉施策として、子ども医療費助成制度等の改善を安定的に進める

には、国による統一的な制度創設が必要であり、子育て世代の経済的負担軽減と、

安心して子どもを生み育てられる環境づくりが求められている。 

よって、全ての子どもたちの健やかな成長のために、18歳までのすべての子ど

もを対象とした、全国一律の子ども医療費助成制度の早急な創設を強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年１２月１９日 

 

岐阜県美濃加茂市議会 

    

 

提出先 衆議院議長 

    参議院議長 

    内閣総理大臣 

    総務大臣 

    財務大臣 

    厚生労働大臣 

    内閣府特命担当大臣（こども政策担当） 
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